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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第28期

第３四半期連結
累計期間

第29期
第３四半期連結
累計期間

第28期
第３四半期連結
会計期間

第29期
第３四半期連結
会計期間

第28期

会計期間

自平成20年
９月１日
至平成21年
５月31日

自平成21年
９月１日
至平成22年
５月31日

自平成21年
３月１日
至平成21年
５月31日

自平成22年
３月１日
至平成22年
５月31日

自平成20年
９月１日
至平成21年
８月31日

売上高（千円） 8,266,3678,178,4152,214,2902,245,93311,739,392

経常利益又は経常損失（△）　（千

円）
644,548 774,078△86,265 49,3691,133,856

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
269,425 565,194△106,315 40,173 498,079

純資産額（千円） － － 13,916,87214,268,84614,121,575

総資産額（千円） － － 20,902,19720,422,25919,614,324

１株当たり純資産額（円） － － 642.62 670.38 655.85

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

12.42 26.58 △4.92 1.89 23.01

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 66.4 69.7 71.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
782,522 894,311 － － 1,362,390

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△699,499△922,133 － － 824,472

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
167,222 232,387 － － △1,359,456

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,209,5991,964,9741,800,146

従業員数（人） － － 440 422 436

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 422     

　（注）従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む）であります。

（２）提出会社の状況

 平成22年５月31日現在

従業員数（人） 323     

　（注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

（１）生産実績

　当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

建設機械事業 940,950 63.8

圧入工事事業 1,428,849 155.8

合計 2,369,799 99.0

　（注）１．金額は、実際販売価格で表示しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．セグメント間の取引については相殺消去しております。

（２）受注状況

　当第３四半期連結会計期間における圧入工事事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

　なお、建設機械事業の製品については見込み生産を行っております。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％)

圧入工事事業 1,143,334 114.9 1,879,190 91.4

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（３）販売実績

　当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％）

建設機械事業 844,956 107.7

圧入工事事業 1,400,976 98.0

合計 2,245,933 101.4

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当社グループは、工事の受注を主体とした「労働集約型」から、発明の力を実証科学し、製品・工法の完成度を

高め、発明力が一層有効に働くソフト分野へ軸足を移す「頭脳集約型」の経営へ転換し、新しい工法を開発する

企業、すなわち「工法開発企業」として発展することを目指しております。そのため、１月には、東京都港区に国

際圧入学会（ＩＰＡ）、全国圧入協会（ＪＰＡ）と共同で、圧入の優位性を伝えるための情報集積・発信の拠点

となる国際圧入センター（ＩＰＣ）を開設いたしました。また、４～５月にかけては、グループ全体の部門におい

て、組織改革を行い、体制を整えつつあります。国内市場においては、硬質地盤クリア工法を核とした工法普及活

動による市場の拡大と、硬質地盤対応機「クラッシュパイラー」を圧入機の標準機とする販売促進活動を推し進

めております。海外市場においては、従来の工事主体の体制を、工法普及と機械販売主体の体制に組みかえるべ

く、販売網の構築、業務提携、アライアンスの実現に取り組んでおります。

こうした中で、当第３四半期連結会計期間における売上高は2,245百万円（前年同四半期比1.4％増）となりま

した。利益面においては、営業利益は42百万円（前第３四半期連結会計期間は104百万円の損失）、経常利益は49

百万円（前第３四半期連結会計期間は86百万円の損失）、四半期純利益は40百万円（前第３四半期連結会計期間

は106百万円の損失）となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①建設機械事業

建設機械事業におきましては、主として硬質地盤対応機の販売が堅調に推移しており、更なる市場の創造と拡

大を図るべく工法普及活動を強く推し進めた結果、売上高は844百万円（前年同四半期比7.7％増）、営業損失は

318百万円（前第３四半期連結会計期間は185百万円の損失）となりました。

②圧入工事事業

子会社である株式会社技研施工、ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ、ギケン　セイサクショ　アジア　プライベート

・リミテッド、ギケン　アメリカ　コーポレーションの４社をメインに進める圧入工事事業においては、圧入工法

の普及を図り、国内外で「ジャイロプレス工法」や「ＧＲＢシステム」など利益率の高い特殊工事に特化した結

果、売上高は1,400百万円（前年同四半期比2.0％減）、営業利益は303百万円（同273.4％増）となりました。

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

国内の建設業界は低迷状態が長く続いておりますが、硬質地盤対応機を圧入機の標準機として広く機械販売を

推し進め、圧入工事についても工法普及活動を通して更なる市場の創造と拡大を図っております。その結果、売上

高は1,823百万円（前年四半期比9.0％減）、営業利益は28百万円（同45.3％増）となりました。

②その他

その他の地域においては欧州、アジア、北米で、圧入工法の普及を図り、発明性が高く高付加価値の特殊工事に

特化した結果、売上高は422百万円（前年同四半期比101.7％増）、営業利益は53百万円（前第３四半期会計期間

は103百万円の損失）となりました。

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は直前四半期から733百万

円増加して、1,964百万円となりました。当第３四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローの状況と主な要

因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、1,272百万円となりました。これは主に、減価償却費154百万円、売上債権の減少

1,160百万円等の増加要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、47百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出11百万円

等の減少要因によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、480百万円となりました。これは主に、短期借入金の純減少額500百万円等の減

少要因に対し、社債の発行による収入200百万円等の増加要因の差引合計によるものであります。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新
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たに生じた課題はありません。

（４）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、60百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

（２）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,800,000

計 49,800,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年７月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 21,899,528 21,899,528
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数は1,000株

であります。

計 21,899,528 21,899,528 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年７月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　当社は、会社法に基づき新株予約権を発行しております。

　平成18年11月28日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成22年５月31日）

新株予約権の数（個） 576

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 576,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 463

新株予約権の行使期間
自　平成21年８月11日

至　平成23年11月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格

資本組入額

463

232

新株予約権の行使の条件

　権利行使時においても、当社の取締役、監査役、執行役員、

顧問又は従業員並びに当社子会社の役員又は従業員その

他これに準ずる地位にあることを要する。

　ただし、任期満了による退任、定年退職その他これに準ず

る正当な事由がある場合にはこの限りでない。

新株予約権の譲渡に関する事項 　権利の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年３月１日～

平成22年５月31日
－ 21,899,528 － 3,240,431 － 4,400,708

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。  

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

 平成22年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　   661,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　20,935,000 20,935 －

単元未満株式 普通株式     303,528 － －

発行済株式総数 21,899,528 － －

総株主の議決権 － 20,935 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議決権

の数」欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

②【自己株式等】

 平成22年５月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社技研製作所
高知県高知市布師田

3948番地１
661,000 － 661,000 3.01

計 － 661,000 － 661,000 3.01

　（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
９月

10月 11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月 ４月 ５月

最高（円） 505 470 440 480 482 459 420 460 425

最低（円） 450 440 387 391 411 402 405 411 400

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

　なお、役職の異動は、次のとおりであります。 

役名 新職名　 旧職名　 氏名　 異動年月日　

代表取締役社長 新工法開発事業　担当　

技術開発本部

工法事業部

海外事業部　担当　

北村　精男　 平成22年５月１日　

専務取締役　

製品事業　

支援事業　

海外事業　担当　

経営企画部長

レンタル事業部長

海外本部長　

南　　哲夫　 平成22年５月１日

常務取締役　

管理本部　

情報事業　

海外事業　担当　　

ＩＰＡ推進室長　

管理本部長

経理部長

経営企画部（企画）

内部監査室　担当　

田中　孝明　 平成22年５月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年３月１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から

平成22年５月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平

成21年５月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人によるレビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22年３月

１日から平成22年５月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,708,974 2,544,146

受取手形及び売掛金 4,282,010 3,339,878

製品 680,395 580,086

仕掛品 1,471,883 1,237,541

未成工事支出金 51,001 196,334

原材料及び貯蔵品 1,034,124 1,228,114

繰延税金資産 573,081 524,645

その他 79,201 468,480

貸倒引当金 △38,512 △33,969

流動資産合計 10,842,160 10,085,258

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,991,230 1,994,485

機械装置及び運搬具 7,754,618 8,864,483

土地 4,706,737 4,169,642

建設仮勘定 387,262 427,658

その他 512,902 484,785

減価償却累計額 △7,875,640 △8,584,539

有形固定資産合計 7,477,111 7,356,515

無形固定資産 203,377 197,353

投資その他の資産

繰延税金資産 551,573 634,244

その他 1,351,267 1,412,209

貸倒引当金 △3,231 △71,257

投資その他の資産合計 1,899,609 1,975,196

固定資産合計 9,580,098 9,529,066

資産合計 20,422,259 19,614,324
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年５月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年８月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,850,876 1,880,238

短期借入金 272,112 395,076

未払法人税等 212,979 220,636

賞与引当金 172,910 231,508

役員賞与引当金 9,441 10,445

その他 863,865 815,724

流動負債合計 3,382,185 3,553,630

固定負債

社債 200,000 －

長期借入金 1,491,820 894,434

退職給付引当金 54,748 54,748

役員退職慰労引当金 715,690 720,610

その他の引当金 186,227 220,497

その他 122,741 48,828

固定負債合計 2,771,227 1,939,117

負債合計 6,153,412 5,492,748

純資産の部

株主資本

資本金 3,240,431 3,240,431

資本剰余金 4,400,751 4,400,751

利益剰余金 7,166,349 6,900,448

自己株式 △290,008 △179,899

株主資本合計 14,517,523 14,361,732

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △2,305 △45,512

為替換算調整勘定 △278,012 △226,395

評価・換算差額等合計 △280,318 △271,907

新株予約権 31,641 31,751

純資産合計 14,268,846 14,121,575

負債純資産合計 20,422,259 19,614,324

EDINET提出書類

株式会社　技研製作所(E01690)

四半期報告書

14/29



（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 8,266,367 8,178,415

売上原価 5,006,039 4,884,552

売上総利益 3,260,328 3,293,863

販売費及び一般管理費 ※1
 2,511,878

※1
 2,482,436

営業利益 748,450 811,426

営業外収益

受取利息 8,341 3,438

受取配当金 1,066 1,485

不動産賃貸料 74,975 15,155

その他 14,586 25,222

営業外収益合計 98,970 45,302

営業外費用

支払利息 42,569 21,149

為替差損 142,377 47,340

その他 17,925 14,160

営業外費用合計 202,872 82,650

経常利益 644,548 774,078

特別利益

役員退職慰労引当金戻入額 － 19,000

補助金収入 － 10,000

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 － ※2
 181,493

特別利益合計 － 210,493

特別損失

固定資産廃棄損 4,798 16,528

投資有価証券評価損 8,472 104,699

たな卸資産評価損 15,984 －

特別損失合計 29,254 121,227

税金等調整前四半期純利益 615,293 863,343

法人税等 345,867 298,148

四半期純利益 269,425 565,194
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年５月31日)

売上高 2,214,290 2,245,933

売上原価 1,485,804 1,341,141

売上総利益 728,486 904,791

販売費及び一般管理費 ※
 832,603

※
 862,720

営業利益又は営業損失（△） △104,117 42,071

営業外収益

受取利息 1,478 2,367

受取配当金 2 632

為替差益 － 6,685

不動産賃貸料 26,045 5,026

その他 3,941 5,663

営業外収益合計 31,467 20,374

営業外費用

支払利息 13,033 9,402

為替差損 442 －

社債発行費 － 3,017

その他 139 656

営業外費用合計 13,615 13,076

経常利益又は経常損失（△） △86,265 49,369

特別利益

補助金収入 － 10,000

特別利益合計 － 10,000

特別損失

固定資産廃棄損 632 3

投資有価証券評価損 38 5,491

特別損失合計 670 5,494

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△86,936 53,875

法人税等 19,379 13,702

四半期純利益又は四半期純損失（△） △106,315 40,173
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年９月１日
　至　平成21年５月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成22年５月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 615,293 863,343

減価償却費 475,225 452,662

賞与引当金の増減額（△は減少） △316,304 △58,598

貸倒引当金の増減額（△は減少） 61,661 △61,719

受取利息及び受取配当金 △9,408 △4,923

支払利息 42,569 21,149

為替差損益（△は益） 78,469 70,796

売上債権の増減額（△は増加） 1,023,219 △830,047

たな卸資産の増減額（△は増加） △681,566 221,473

仕入債務の増減額（△は減少） 112,721 5,358

その他 203,885 405,269

小計 1,605,766 1,084,764

利息及び配当金の受取額 10,596 6,538

利息の支払額 △49,115 △27,867

法人税等の支払額 △784,724 △314,774

法人税等の還付額 － 145,649

営業活動によるキャッシュ・フロー 782,522 894,311

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 154,991 －

有形固定資産の取得による支出 △999,686 △862,050

有形固定資産の売却による収入 12,184 692

投資有価証券の売却による収入 99,127 262

その他 33,884 △61,038

投資活動によるキャッシュ・フロー △699,499 △922,133

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 △210,000

長期借入れによる収入 650,000 810,000

長期借入金の返済による支出 △111,760 △125,578

社債の発行による収入 － 200,000

自己株式の取得による支出 △57,243 △110,108

配当金の支払額 △296,889 △289,307

その他 △36,883 △42,617

財務活動によるキャッシュ・フロー 167,222 232,387

現金及び現金同等物に係る換算差額 △80,850 △39,737

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 169,394 164,828

現金及び現金同等物の期首残高 1,040,204 1,800,146

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,209,599

※
 1,964,974
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、当社は請負金額１億円以上か

つ工期１年超の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しており、国内連結子会社は工事完成基準を適用しておりました

が、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）

及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　

平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計

期間の期首に存在する工事契約を含むすべての工事契約において当第３四半期

連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ

いては工事完成基準を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は508,818千円増加し、営業利

益及び経常利益は75,333千円増加し、税金等調整前四半期純利益は256,827千円

増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略

し、前四半期連結会計期間末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算

定しております。 

２．一般債権の貸倒見積高の算定

方法

　貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら

れる場合に、前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準

を使用して一般債権の貸倒見積高を算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年８月31日）

買取保証

下記のとおり買取保証を行っております。

買取保証

下記のとおり買取保証を行っております。

三井住友ファイナンス＆リー

ス㈱

318,417千円

その他３件 58,000〃

三井住友ファイナンス＆リー

ス㈱

306,500千円

エムシー中国建機㈱ 45,918〃

その他２件 28,000〃

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 78,652千円　

給与手当 631,499〃　

賞与引当金繰入額 57,715〃　

退職給付費用 66,955〃　

役員退職慰労引当金繰入額 38,210〃　

役員賞与引当金繰入額 7,837〃　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 6,348千円　

給与手当 581,910〃　

賞与引当金繰入額 85,801〃　

退職給付費用 74,243〃　

役員退職慰労引当金繰入額 21,020〃　

役員賞与引当金繰入額 9,441〃　

―――――――――

　

※２　工事契約会計基準の適用に伴う影響額は、「工事契約

に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年

12月27日）第25項に基づき、平成21年９月１日時点で

存在するすべての工事契約について同会計基準を適用

したことによる過年度の工事の進捗に見合う利益であ

ります。

なお、過年度の工事の進捗に対応する工事収益の額

及び工事原価の額は、それぞれ442,100千円及び

260,606千円であります。　　　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 10,769千円

給与手当 233,346〃　

賞与引当金繰入額 △34,423〃　

退職給付費用 20,149〃　

役員退職慰労引当金繰入額 8,330〃　　

役員賞与引当金繰入額 △369〃　

貸倒引当金繰入額 5,045千円

給与手当 199,728〃　

賞与引当金繰入額 27,345〃　

退職給付費用 27,124〃　

役員退職慰労引当金繰入額 6,960〃　　

役員賞与引当金繰入額 4,070〃　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年５月31日現在） 　（平成22年５月31日現在）

現金及び預金勘定 1,963,380千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △753,781〃

現金及び現金同等物 1,209,599〃

現金及び預金勘定 2,708,974千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △744,000〃

現金及び現金同等物 1,964,974〃

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　

平成22年５月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　21,899,528株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　661,969株

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 　提出会社　31,641千円

４．配当に関する事項

配当金支払額

平成21年11月26日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・171,867千円

（ロ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額・・・・８円

（ニ）基準日・・・・・・・・・平成21年８月31日

（ホ）効力発生日・・・・・・・平成21年11月27日

平成22年４月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額・・・・・・127,427千円

（ロ）配当の原資・・・・・・・利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額・・・・６円

（ニ）基準日・・・・・・・・・平成22年２月28日

（ホ）効力発生日・・・・・・・平成22年５月18日

 

５．株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

 
建設機械事業
（千円）

圧入工事事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 784,5511,429,7392,214,290 － 2,214,290

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
179,657 757 180,415(180,415) －

計 964,2081,430,4972,394,705(180,415)2,214,290

営業利益（又は営業損失） △185,947 81,371△104,575 458 △104,117

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

 
建設機械事業
（千円）

圧入工事事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 844,9561,400,9762,245,933 － 2,245,933

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
226,187 － 226,187(226,187) －

計 1,071,1431,400,9762,472,120(226,187)2,245,933

営業利益（又は営業損失） △318,300 303,866△14,434 56,505 42,071

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年５月31日）

 
建設機械事業
（千円）

圧入工事事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 4,480,0813,786,2868,266,367 － 8,266,367

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
777,274 757 778,032(778,032) －

計 5,257,3553,787,0449,044,400(778,032)8,266,367

営業利益 556,681 178,099 734,780 13,669 748,450

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日）

 
建設機械事業
（千円）

圧入工事事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 4,733,9043,444,5118,178,415 － 8,178,415

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
704,753 － 704,753(704,753) －

計 5,438,6573,444,5118,883,168(704,753)8,178,415

営業利益 192,572 587,645 780,217 31,208 811,426

　（注）１．当社グループは圧入工法の優位性を活用する建設機械及び工法を開発して、国内並びに国外に普及する事業

を行っております。その事業は次のとおり建設機械事業と圧入工事事業に区分しております。

事業区分 主要製品名等

建設機械事業 油圧式杭圧入引抜機及び周辺機器の開発・販売、保守サービス

圧入工事事業 特殊杭打基礎工事及び一般土木工事、地下開発

２．会計処理方法の変更

・前第３四半期連結累計期間　

「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産の一部について耐用年数を変更

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「建設機械事業」で当第３四半期連結累計

期間の営業利益が38,250千円増加しております。なお、他のセグメントに与える影響は軽微であります。

・当第３四半期連結累計期間

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合と比べて、「圧入工事事業」で当第３四半期連結累計期間の売上高が508,818千

円、営業利益は75,333千円増加しております。なお、他のセグメントに与える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

 
日本
（千円）

その他の地域
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,823,691422,2412,245,933 － 2,245,933

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
206,250 10,651 216,901(216,901) －

計 2,029,941432,8932,462,835(216,901)2,245,933

営業利益（又は営業損失） 28,165 53,196 81,362 (39,291)42,071

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年５月31日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日）

 
日本
（千円）

その他の地域
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 7,072,1001,106,3158,178,415 － 8,178,415

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
384,856 46,045 430,901(430,901) －

計 7,456,9561,152,3608,609,317(430,901)8,178,415

営業利益（又は営業損失） 702,679 171,979 874,659 (63,232)811,426

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

その他の地域　：欧州、アジア、北米

３．会計処理方法の変更

・当第３四半期連結累計期間　

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用しております。この変更に

伴い、従来の方法によった場合と比べて、「日本」で当第３四半期連結累計期間の売上高が508,818千円、営業

利益は75,333千円増加しております。なお、他のセグメントに与える影響はありません。　
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年３月１日　至　平成22年５月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 226,373 225,457 451,831

Ⅱ　連結売上高（千円） － － 2,245,933

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.1 10.0 20.1

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。

　アジア　：シンガポール、スリランカ、中国

　その他の地域　：欧州、北米

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年９月１日　至　平成21年５月31日）

 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,101,632 1,101,632

Ⅱ　連結売上高（千円） － 8,266,367

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 13.3 13.3

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年９月１日　至　平成22年５月31日）

 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,151,078 1,151,078

Ⅱ　連結売上高（千円） － 8,178,415

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 14.1 14.1

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．国又は地域の区分における海外売上高は、いずれも連結売上高に占める割合が10％未満であるため、区分の

記載を省略しております。　

３．その他の地域の区分に属する主な国又は地域は、欧州、アジア、北米であります。

４．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年５月31日）

その他有価証券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会

計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
取得原価
（千円）

四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

差額（千円）

(1）株式 154,932 151,064 △3,867

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

合計 154,932 151,064 △3,867

（注）当第３四半期連結会計期間末において、その他有価証券で時価のある株式について104,699千円の減

損処理を行っております。なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計期間末における時価が取得原価

に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重

要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。　 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年５月31日）

前連結会計年度末
（平成21年８月31日）

１株当たり純資産額 670.38円 １株当たり純資産額 655.85円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純利益金額   12.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額   26.58円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年９月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成22年５月31日）

四半期純利益（千円） 269,425 565,194

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 269,425 565,194

普通株式の期中平均株式数（株） 21,695,487 21,260,713

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△）   △4.92円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、一株当たり四半期純損失であり、また、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

１株当たり四半期純利益金額   1.89円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年５月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年３月１日
至　平成22年５月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △106,315 40,173

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△106,315 40,173

普通株式の期中平均株式数（株） 21,619,779 21,237,673
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。　 

（リース取引関係）

　リース取引開始日が会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取引残高は前

連結会計年度末に比べて著しい変動はありません。 

２【その他】

平成22年４月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。    

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・127,427千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・６円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成22年５月18日

（注）平成22年２月28日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年７月15日　

株式会社技研製作所

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 土 居　正 明　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 伊與政　元治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社技研製作所

の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年３月１日から平成21

年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年９月１日から平成21年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社の平成21年５月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年７月14日　

株式会社技研製作所

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 土 居　正 明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊與政　元治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社技研製作所

の平成21年９月１日から平成22年８月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年３月１日から平成22

年５月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年９月１日から平成22年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社の平成22年５月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連

結財務諸表に添付する形で別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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